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〇 厚 生 労 働 省 告 示 第 三 百 八 十 四 号

コ ー ス 等 で 区 分 し た 雇 用 管 理 を 行 う に 当 た っ て 事 業 主 が 留 意 す べ き 事 項 に 関 す る 指 針 を 次 の と お り

定 め 、 平 成 二 十 六 年 七 月 一 日 か ら 適 用 す る こ と と し た の で 、 告 示 す る 。

平 成 二 十 五 年 十 二 月 二 十 四 日 厚 生 労 働 大 臣 田 村 憲 久

コース等で区分した雇用管理を行うに当たって事業主が留意すべき事項に関する指針
第１ 目的
この指針は、事業主がコース等で区分した雇用管理（以下「コース等別雇用管理」という。）を行
うに当たり、その適正かつ円滑な運用に資するよう、事業主が留意すべき事項について定めたもの
である。
第２ コース等別雇用管理を行うに当たっての基本的考え方
事業主は、コース等別雇用管理を行うに当たっては、雇用の分野における男女の均等な機会及び
待遇の確保等に関する法律（昭和47年法律第113号。以下「法」という。）を遵守するとともに、そ
の適正かつ円滑な運用を行い、その雇用する労働者がどのようなコース等の区分に属する者であっ
てもその有する能力を有効に発揮しつつ就労できる環境が整備されるよう、この指針で定める事項
に留意すべきである。

〇 厚 生 労 働 省 告 示 第 三 百 八 十 三 号

雇 用 の 分 野 に お け る 男 女 の 均 等 な 機 会 及 び 待 遇 の 確 保 等 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 四 十 七 年 法 律 第 百 十 三

号 ） 第 十 一 条 第 二 項 の 規 定 に 基 づ き 、 事 業 主 が 職 場 に お け る 性 的 な 言 動 に 起 因 す る 問 題 に 関 し て 雇 用

管 理 上 講 ず べ き 措 置 に つ い て の 指 針 （ 平 成 十 八 年 厚 生 労 働 省 告 示 第 六 百 十 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に

改 正 し 、 平 成 二 十 六 年 七 月 一 日 か ら 適 用 す る こ と と し た の で 、 同 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 同 法 第 四

条 第 五 項 の 規 定 に 基 づ き 、 告 示 す る 。

平 成 二 十 五 年 十 二 月 二 十 四 日 厚 生 労 働 大 臣 田 村 憲 久

２ の \ に 後 段 と し て 次 の よ う に 加 え る 。

なお、職場におけるセクシュアルハラスメントには、同性に対するものも含まれるものである。

３ の \ 柱 書 き 中 「重要である。 」 の 下 に 「その際、セクシュアルハラスメントの発生の原因や背景
には、性別役割分担意識に基づく言動もあると考えられ、こうした言動をなくしていくことがセクシュ
アルハラスメントの防止の効果を高める上で重要であることに留意することが必要である。 」 を 加 え 、

同 \ の イ の { 中 「方針を規定し 」 の 下 に 「、当該規定と併せて 」 を 加 え 、「内容と併せ 」 を 「内容及び
性別役割分担意識に基づく言動がセクシュアルハラスメントの発生の原因や背景となり得ることを 」

に 改 め 、 同 イ の | 及 び } 中 「内容及び 」 の 下 に 「性別役割分担意識に基づく言動がセクシュアルハラ
スメントの発生の原因や背景となり得ること並びに 」 を 加 え る 。

３ の ] の ロ 中 「行うようにすること。 」 の 下 に 「例えば、放置すれば就業環境を害するおそれがあ
る場合や、性別役割分担意識に基づく言動が原因や背景となってセクシュアルハラスメントが生じる
おそれがある場合等が考えられる。 」 を 加 え る 。

３ の ^ 中 ハ を ニ と し 、 同 ^ の ロ 柱 書 き 中 「及び被害を受けた労働者（以下「被害者」という。）に対
する措置 」 及 び 「それぞれ 」 を 削 り 、 同 ロ の { 中 「、被害者の労働条件上の不利益の回復 」 を 削 り 、

同 ロ の | 中 「措置を 」 の 下 に 「行為者に対して 」 を 加 え 、 同 ロ を ハ と し 、 同 イ の 次 に 次 の よ う に 加 え

る 。

ロ イにより、職場におけるセクシュアルハラスメントが生じた事実が確認できた場合において
は、速やかに被害を受けた労働者（以下「被害者」という。）に対する配慮のための措置を適正
に行うこと。
（措置を適正に行っていると認められる例）
{ 事案の内容や状況に応じ、被害者と行為者の間の関係改善に向けての援助、被害者と行為
者を引き離すための配置転換、行為者の謝罪、被害者の労働条件上の不利益の回復、管理監
督者又は事業場内産業保健スタッフ等による被害者のメンタルヘルス不調への相談対応等の
措置を講ずること。

| 法第18条に基づく調停その他中立な第三者機関の紛争解決案に従った措置を被害者に対し
て講ずること。

〇 厚 生 労 働 省 告 示 第 三 百 八 十 二 号

雇 用 の 分 野 に お け る 男 女 の 均 等 な 機 会 及 び 待 遇 の 確 保 等 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 四 十 七 年 法 律 第 百 十 三

号 ） 第 十 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 労 働 者 に 対 す る 性 別 を 理 由 と す る 差 別 の 禁 止 等 に 関 す る 規 定 に 定

め る 事 項 に 関 し 、 事 業 主 が 適 切 に 対 処 す る た め の 指 針 （ 平 成 十 八 年 厚 生 労 働 省 告 示 第 六 百 十 四 号 ） の

一 部 を 次 の よ う に 改 正 し 、 平 成 二 十 六 年 七 月 一 日 か ら 適 用 す る こ と と し た の で 、 同 条 第 二 項 に お い て

準 用 す る 同 法 第 四 条 第 五 項 の 規 定 に 基 づ き 、 告 示 す る 。

平 成 二 十 五 年 十 二 月 二 十 四 日 厚 生 労 働 大 臣 田 村 憲 久

第 ２ の ８ の ] の ロ の { 中 「女性労働者についてのみ、 」 の 下 に 「婚姻又は 」 を 加 え る 。

第 ２ の 1
1 の ] 中 「定年年齢の引上げを行うに際して、厚生年金の支給開始年齢に合わせて男女で異

なる定年を定めること。 」 を 削 り 、 同 ] に 次 の よ う に 加 え る 。

{ 定年年齢の引上げを行うに際して、厚生年金の支給開始年齢に合わせて男女で異なる定
年を定めること。

| 定年年齢の引上げを行うに際して、既婚の女性労働者についてのみ、異なる定年を定め
ること。

第 ３ の １ の ^ の ロ 中 「コース別雇用管理における「総合職」の 」 を 削 り 、「又は採用 」 を 「若しくは
採用、昇進又は職種の変更 」 に 改 め る 。

第 ３ の ３ 柱 書 き 中 「コース別雇用管理における総合職の 」 を 削 り 、 同 ３ （ 同 ３ の ] の イ を 除 く 。 ） 中

「又は採用 」 を 「若しくは採用、昇進又は職種の変更 」 に 改 め 、 同 ３ の \ を 削 り 、 同 ] 中 「 （事業主が、
その雇用する労働者について、労働者の職種、資格等に基づき複数のコースを設定し、コースごとに
異なる雇用管理を行う場合において、当該複数のコースのうち当該事業主の事業の運営の基幹となる
事項に関する企画立案、営業、研究開発等を行う労働者が属するコースについて行うものに限る。 ） 」

を 削 り 、「コース別雇用管理を行う場合において、総合職 」 を 「労働者 」 に 改 め 、 同 ] の イ 中 「総合職
の 」 を 削 り 、「又は採用 」 を 「若しくは採用又は昇進 」 に 改 め 、「対象とすること 」 の 下 に 「又は複数あ
る採用又は昇進の基準の中に、転勤要件が含まれていること 」 を 加 え 、 同 ] の ロ を 次 の よ う に 改 め 、

同 ] を \ と し 、 同 ３ の ^ の ハ 中 「支社等で管理職としての 」 を 「支社等での勤務 」 に 、「幹部として 」

を 「労働者 」 に 改 め 、 同 ^ を ] と す る 。

ロ 職種の変更に当たって、転居を伴う転勤に応じることができる者のみを対象とすること又
は複数ある職種の変更の基準の中に、転勤要件が含まれていること。例えば、事業主が新た
にコース別雇用管理（事業主が、その雇用する労働者について、労働者の職種、資格等に基
づき複数のコースを設定し、コースごとに異なる雇用管理を行うものをいう。）を導入し、そ
の雇用する労働者を総合職と一般職へ区分する場合に、総合職については、転居を伴う転勤
に応じることができる者のみ対象とすること又は複数ある職種の変更の基準の中に転勤要件
が含まれていることなどが考えられること。
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